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      平成20年11月10日 

各 位 

                          会 社 名  株式会社 ｲｰｽﾄﾝｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ 

                          代 表 者  取締役社長  大   谷 浩 美   
                               （ＪＡＳＤＡＱ・ｺｰﾄﾞ９９９５） 
                           問合せ先  取締役      上 野 武 史 
                                     TEL 03-3279-9800 
 

子会社の商号変更に関するお知らせ 

 

 当社は、平成 20 年 11 月 10 開催の臨時取締役会において、平成 20 年 10 月 24 日に発表いたしまし

た｢合併に関する基本合意書の締結及び商号変更に関するお知らせ｣（別紙参照）に伴い、下記のとお

り、連結子会社の商号変更を決議いたしましたので、お知らせいたします。 
 

記 

 

１（１）当該子会社の商号等       

    商号    ＨＯＮＧ ＫＯＮＧ ＥＡＳＴＯＮ ＬＴＤ. 

          香港易事通有限公司 

        所在地     Unit509,5/F.,LippoSunPlaza,NO.28ＣantonRoad,Tsimshatsui,Kowloon,HongKong 

代表者   本間 昭伸（董事総経理） 

（２）新商号   瑞薩易事通(香港)有限公司 

         ＲＥＮＥＳＡＳ ＥＡＳＴＯＮ （ＨＯＮＧ ＫＯＮＧ） ＬＴＤ. 

          

２（１）当該子会社の商号等       

    商号    ＥＡＳＴＯＮ ＥＬＥＣＴＯＲＯＮＩＣＳ (Ｓ) ＰＴＥ．ＬＴＤ． 

        所在地   100 Tras Street＃15-02 Amara Corporate Tower Singapore 079027 

代表者   稲本 芳之 (Managing Director) 

（２）新商号   ＲＥＮＥＳＡＳ ＥＡＳＴＯＮ （ＳＩＮＧＡＰＯＲＥ） ＰＴＥ．ＬＴＤ. 

 

３（１）当該子会社の商号等       

    商号    台湾易事通股份有限公司 

          ＴＡＩＷＡＮ ＥＡＳＴＯＮ ＣＯ., ＬＴＤ． 

        所在地   10 Floor, No.51,Herngyang Road,Taipei,Taiwan,100 
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代表者   浅沼 好（総経理） 

（２）新商号  瑞薩易事通(台湾)股份有限公司 

        ＲＥＮＥＳＡＳ ＥＡＳＴＯＮ （ＴＡＩＷＡＮ） ＣＯ., ＬＴＤ. 

 

４（１）当該子会社の商号等       

    商号    易事通（上海）貿易有限公司 

        所在地   中国上海市江蘇路369号兆豊世貿大厦13楼Ｉ室 

代表者   本間 昭伸（董事長） 

（２）新商号   瑞薩易事通(上海)貿易有限公司 

        ＲＥＮＥＳＡＳ ＥＡＳＴＯＮ （ＳＨＡＮＧＨＡＩ） ＴＲＡＤＩＮＧ 

 Ｃ０., ＬＴＤ． 

 

５（１）当該子会社の商号等       

    商号    ＥＡＳＴＯＮ ＥＬＥＣＴＯＲＯＮＩＣＳ（ＴＨＡＩＬＡＮＤ）ＣＯ., Ｌｔｄ. 

        所在地   Unit5，Floor22 Silom Complex,191 Silom Road,Kwaeng Silom,Khet Bangrak 

          Bangkok 10500 

代表者   須田 英紀 (Managing Director) 

（２）新商号   ＲＥＮＥＳＡＳ ＥＡＳＴＯＮ （ＴＨＡＩＬＡＮＤ） ＣＯ., ＬＴＤ. 

 

商号変更の理由 平成 20 年 10 月 24 日付にて発表いたしました株式会社ルネサスデバイス販売と

の合併により、ルネサステクノロジのマーケットにおけるブランドの浸透度と

当社独自性を強調し、更なる飛躍・発展を目指し両社共同して新しい半導体・

電子部品商社の構築を実現するという意味を込め、当該新商号に変更する予定

です。 

 

商号変更日    平成21年4月1日（水） 

以上 
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【別紙】                               

 

     平成20年10月24日 

各 位 

                          会 社 名  株式会社 ｲｰｽﾄﾝｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ 

                          代 表 者  取締役社長  大   谷 浩 美   
                               （ＪＡＳＤＡＱ・ｺｰﾄﾞ９９９５） 
                           問合せ先  取締役      上 野 武 史 
                                     TEL 03-3279-9800 
 

合併に関する基本合意書の締結及び商号変更に関するお知らせ 

 

 

株式会社イーストンエレクトロニクス（以下、「当社」または「イーストンエレクトロニクス」）と株式

会社ルネサスデバイス販売（代表取締役社長：宝田重夫、本社：東京都千代田区、以下「ルネサスデバイス

販売」または「被合併会社」）は、平成 20 年 10 月 24 日開催の両社の取締役会において、平成 21 年４月

１日をもって当社を吸収合併存続会社とする合併（以下、「本合併」）についての「基本合意書」を締結い

たしましたのでお知らせいたします。 

本合併は、平成 21 年２月下旬に開催予定の両社の臨時株主総会の承認を条件に実施いたします。また、

同臨時株主総会決議に基づき、平成 21 年４月１日付けで当社は商号を「株式会社ルネサスイーストン」に

変更する予定であり、本合併後の新会社名も当該社名といたします。 

また、本合併までに被合併会社の親会社である株式会社ルネサス販売（以下、「ルネサス販売」）が保有

する被合併会社株式の全てを、株式会社ルネサステクノロジ（以下、「ルネサステクノロジ」）へ譲渡し、

本合併後、ルネサステクノロジは当社のその他の関係会社及び主要株主である筆頭株主となる予定です。 

 なお、当社は本合併後も引き続き、上場を維持する所存であります。              

 

 
記 

Ⅰ.合併について 

１． 合併の目的 

近年、当社及びルネサスデバイス販売の属するエレクトロニクス業界におきましては、半導体メー

カーの業界再編が進む中、米欧の金融機関の破綻などから国際金融資本市場が悪化し、消費者の購買意

欲に陰りがでてきており、我々を取巻く業界も益々競争が激化していくものと想定されます。 

このような状況の中で、当社は集積回路・半導体素子・表示デバイス及びその他の電子部品・機器等

の販売、ソフトウエアの開発及び電子機器の開発・設計を行っておりますが、産業機器分野の需要の低

迷やデジタル家電向け表示デバイスの価格下落、また、今後自動車分野の需要の減速等も予想され、厳

しい環境になるものと思われます。当社は自動車分野顧客への深耕、産業分野のシェア拡大、デジタル
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コンシューマー向け新規顧客の開拓、海外ビジネスの強化、新規商材の拡充、技術開発力強化によるサ

ポート力向上を事業戦略として掲げ、長年培った営業力及び技術開発力、また、既存取引先とのリレー

ションを活かし、さらなる事業展開を推進して参ります。特に、新規顧客・顧客新分野の開拓、新たな

事業の立ち上げ、取扱い商品の多角化が実現すれば、より一層の経営基盤の強化につながるものと考え

ております。 

一方、ルネサスデバイス販売（旧 株式会社日立電子デバイス販売）は、株式会社日立製作所の半導

体製品の国内販売を目的に平成 11 年 10 月に設立され、その後平成 15 年４月に株式会社日立製作所と

三菱電機株式会社の半導体合弁会社ルネサステクノロジの設立を機に商号を現在のルネサスデバイス販

売に変更しております。主に産業機器分野、アミューズメント分野、自動車関連分野の顧客を中心に半

導体製品及び電子部品の販売を行っている半導体・電子部品商社であり、今後のビジネス拡大に向け、

より高度な技術サポート力の強化と顧客ニーズに応えるための海外展開力が必要となってきております。 

このような環境認識のもと、当社とルネサスデバイス販売は、激化する業界の中で、今まで以上にお

客様のニーズを先取りして、半導体・電子部品商社としての存在感を示す必要があるとの結論にいたり

経営統合について協議してまいりました。その結果、両社の得意先は競合先が少なく、戦略的な分野で

ある自動車関連分野、産業分野及びアミューズメント分野への更なる深耕が図れると共に、ルネサスデ

バイス販売の海外進出顧客へのサービス提供と当社の技術部門を最大限に活用することで技術サポート

力の強化が図れます。更に当社はルネサステクノロジから直接製品の仕入れが可能となることから今ま

で以上にルネサステクノロジとの連携強化による販売力増強が実現できます。また、デジタルコン

シューマー向け新規顧客の開拓、海外ビジネスの強化、新規商材の拡充や顧客新分野の開拓、新たな事

業の立ち上げ、取扱い商品の多角化等の事業拡大により、より一層の経営基盤の強化につながります。

併せて両社の人材、ノウハウ及び財務力などの経営資源の最適活用と管理部門の統合による効率向上で、

一層の収益確保を図ることが可能との共通認識に至りました。そのためには両社が一体となって、お互

いの経営資源及びノウハウを有効活用することにより、企業価値を向上させることができる合併が最善

であると判断いたしました。 

当社は、常に「創造と革新」の実践を通じて、顧客のニーズに合致する商品とサービスの提供に努め、

顧客の心を打つ満足を追及し、顧客から最も支持され、信頼される企業となることを基本方針とし、集

積回路、半導体素子、表示デバイス等の販売並びにソフトウェアの開発及び電子機器の開発・設計を

行っております。 

今後、この「創造と革新」を更に加速させるためにも、両社の歴史や文化を尊重しつつ、対等の精神

で経営統合を推進していくことで、早期に統合メリットを最大限に発揮できるものと確信しております。 

 
２． 合併の要旨 

（１） 合併の日程 

基本合意書承認取締役会（両社）   平成 20 年 10月 24 日 

基本合意書締結     平成 20 年 10月 24 日 

合併承認臨時株主総会基準日      平成 20 年 12月上旬（予定） 

合併契約承認取締役会（両社）   平成 21 年１月下旬（予定） 

合併契約書締結     平成 21 年１月下旬（予定） 

合併契約承認臨時株主総会（両社）   平成 21 年２月下旬 (予定)  
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合併期日（効力発生日）    平成 21 年４月１日（予定） 

商号変更日     平成 21 年４月１日（予定） 

合併登記      平成 21 年４月１日（予定） 

 なお、今後、合併手続きを進める中で合併の実行に支障をきたす重大な事由が生じた場合等に

は、両社協議の上日程、手続き、条件等を変更する場合があります。 

 
（２） 合併方式 

イーストンエレクトロニクスを存続会社とする吸収合併方式で、ルネサスデバイス販売は解散し

ます。 

 
（３） 合併比率    

会社名 イーストンエレクトロニクス ルネサスデバイス販売 

合併比率 １ 7.3 
    （注１）ルネサスデバイス販売の普通株式１株に対し、当社の普通株式 7.3 株を割り当てます。 

（注２）本合併に際し、当社はその保有する自己株式を合併による株式の割当に充当する予定です。

したがいまして、合併により発行する新株式数は、6,570,000 株から当社が保有する自己

株式数 425,380 株を控除した株数 6,144,620 株となります。ただし、合併契約書締結ま

でに、当社が保有する自己株式数に変更が生じる可能性があります。 

  
（４） 合併に係る割当ての内容の算定根拠等 

① 算定の基礎 

当社は、本合併に用いられる合併比率の算定にあたり、公正性を期すため、野村證券株式会社

（以下、「野村證券」）に合併比率の算定を依頼しました。その算定結果を参考として、両社で

協議・交渉した結果、上記のとおり決定いたしました。 

野村證券は、当社については市場株価平均法、類似会社比較法及びディスカウンティッド・

キャッシュ・フロ－法（以下、「ＤＣＦ法」）により、ルネサスデバイス販売については類似会

社比較法及びＤＣＦ法を採用し、その結果を総合的に勘案し合併比率を算定いたしました。各手

法における分析結果は下表のとおりです。 

 当社 ルネサスデバイス販売 合併比率 

（イーストンエレクトロニクス株式＝1.00）

① 市場株価平均法 類似会社比較法 4.37 ～ 11.08 

② 類似会社比較法 2.74 ～ 10.64 

③ ＤＣＦ法 5.63 ～ 7.49 

まず、市場株価平均法では、平成 20 年 10 月 21 日を基準日として、ジャスダック証券取引所

市場におけるイーストンエレクトロニクスの普通株式の基準日終値、直近の重要事実公表日の翌

日である平成 20 年 10 月 17 日から基準日までの終値の単純平均値及び平成 20 年 9 月 22 日から

平成 20 年 10 月 21 日までの１カ月間の終値の単純平均値を基に算定を行いました。なお、直近

の重要事実とは、平成 20 年 10 月 16 日にイーストンエレクトロニクスより公表された｢業績予

想の修正に関するお知らせ｣を指しております。 
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次に、類似会社比較法では、両社と比較的類似する事業を手掛ける上場企業をそれぞれ選定し、

その類似会社の市場株価や収益性等を示す財務指標との比較を通じて、両社の株式価値を評価し

ております。 

最後に、ＤＣＦ法では、両社の事業計画、直近までの業績の動向、一般に公開された情報等の

諸要素を考慮した平成 21 年 3 月期以降の両社の将来の収益予想に基づき、両社が将来生み出す

と見込まれるフリー・キャッシュ・フローを一定の割引率で現在価値に割り引いて企業価値や株

式価値を分析しております。また、ＤＣＦ法で使用した事業計画については、それが合理的な根

拠に基づいて作成されており、かつイーストンエレクトロニクスの経営陣が現時点で入手可能な

最善の予測と判断を反映したものであることを前提としております。 

野村證券は合併比率の算定にあたって使用したその他の資料及び情報が、すべて正確かつ完全

なものであることを前提としており、独自にそれらの正確性及び完全性についての検証は行って

おりません。また、野村證券は各当事者に合併比率算定に影響を及ぼす未開示の重要事実ならび

に重大な影響を与える可能性がある偶発債務、簿外債務及び訴訟等が存在しておらず、また固定

資産の重要な減損が生じていないことを前提としています。 

野村證券は、合併比率の算定に際して、各当事者から提供を受けた情報及び一般に公開された

情報等を原則としてそのまま採用し、採用したそれらの資料及び情報等が、全て正確かつ完全な

ものであることを前提としており、独自にそれらの正確性および完全性の検証を行っておりませ

ん。また、各当事者（とその関係会社）の資産または負債（偶発債務を含みます。）について、

個別の各資産および各負債の分析および評価を含め、独自に評価、鑑定または査定を行っておら

ず、第三者機関への鑑定または査定の依頼も行っておりません。 

② 算定の経緯 

当社は、野村證券による合併比率の算定結果を参考に、ルネサスデバイス販売とそれぞれ両社

の財務状況、資産状況、将来見通し等の要因を総合的に勘案し、慎重に協議を重ねた結果、最終

的に上記合併比率が妥当であるとの判断に至り、合意しました。 

③ 算定機関との関係 

算定機関である野村證券は、当社の関連当事者ではありません。 

 
（５） 消滅会社の新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

該当事項はありません。 

 
３． 合併当事会社の概要                    （平成 20 年３月 31 日現在） 
（１）商 号 株式会社イーストンエレクトロニクス 

(合併会社) 

株式会社ルネサスデバイス販売 

（被合併会社） 

（２）主 な 事 業 内 容 集積回路・半導体素子・表示ﾃﾞﾊﾞｲｽ及びそ

の他の電子部品・機器等の販売、ｿﾌﾄｳｴｱの

開発及び電子機器の開発・設計 他 

半導体素子・集積回路・表示ﾃﾞﾊﾞｲｽ・

その他電子部品並びに開発装置等の電

子応用機器の販売、ｿﾌﾄｳｴｱの開発、ｻ

ﾎﾟｰﾄ、設計及びｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ 他 

（３）設 立 年 月 日 昭和 29 年 12月 23 日 平成 11 年 10月１日 

（４）本 店 所 在 地 東京都中央区日本橋本石町三丁目３番10号 東京都千代田区丸の内一丁目８番２号 

（５）代  表  者 代表取締役社長 大 谷 浩 美 代表取締役社長 西 田 浅 行 
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（６）資 本 金 の 額 3,433 百万円   450 百万円 

（７）発 行 済 株 式 総 数 17,784,580 株 900,000 株 

（８）純  資  産 14,856 百万（連結） 3,909 百万円 

（９）総  資  産   26,734 百万 （連結） 18,435 百万 

（10）事 業 年 度 の 末 日   ３月 31 日 ３月 31 日 

（11）従  業  員  数 262 名（連結） 91 名（単体） 

（12）主 要 取 引 先 (株)日立製作所、キヤノン(株)、(株)ニ
コン、 カルソニックカンセイ(株)、(株)
アドバンテスト、ファナック(株)、東芝

松下ディスプレイテクノロジー(株)、
(株)小松製作所 

(株)日立製作所、三菱電機(株)、ク

ラリオン(株)、サミー(株)、(株)安
川電機、横河電機(株)、(株)三洋電

機ｸﾞﾙｰﾌﾟ、沖電気(株)ｸﾞﾙｰﾌﾟ、日本

無線(株) 

（13）大株主及び持株比率 

  

福島慎介         12.11% 
(有)ｴﾀｰﾅﾙ         10.78% 
ﾊﾞﾝｸｵﾌﾞﾆｭｰﾖｰｸｼﾞｰｼｰｴﾑｸﾗｲｱﾝﾄｱｶｳﾝﾂｲｰｴﾙ

ｱｰﾙｼﾞｰ                    9.58% 
横山淳子                 4.97% 
(株)みずほ銀行            4.65% 
(株)日立製作所            3.44% 
(株)ﾙﾈｻｽﾃｸﾉﾛｼﾞ            3.44% 
(株)三菱東京ＵＦＪ銀行    2.99% 

（株）ﾙﾈｻｽ販売    100％ 

（14）主 要 取 引 銀 行 (株)みずほ銀行 (株)みずほ銀行 

資本関係 ルネサスデバイス販売の親会社であるルネサステクノロジ

は当社の株式の 3.44%を保有しております。 

人的関係 当社は、ルネサスデバイス販売の親会社であるルネサステ

クノロジから出向者 4名を受入れております。 

取引関係 当社は、ルネサスデバイス販売の親会社であるルネサス販

売との間に商品の売買取引があります。 

（15）当 事 会 社 の 関 係 

関連当事者への

該当状況 

該当事項はありません。 

 

（注）ルネサスデバイス販売の現代表取締役社長 宝田 重夫は平成 20 年６月開催の株主総会において代

表取締役に就任しております。 

 
（16）最近３決算期間の業績                           （単位:百万円） 

 イーストンエレクトロニクス   （連結） ルネサスデバイス販売      （単体） 

事 業 年 度 末 日 18年3月31日 19年3月31日 20年3月31日 18年3月31日 19年3月31日 20年3月31日

売  上  高 42,011  49,917  51,861  58,049  52,462  54,128
営 業 利 益     636     910     623     824     799     269
経 常 利 益     974   1,147     966     932   1,061     482
当 期 純 利 益     456     314     626     515     590     244

１株当たり当期純利益（円）   48.79   36.49   36.30 1,288.72 741.48 271.64

１株当たり配当金（円） 12.00 15.00 10.00 75.00 75.00 75.00

１株当たり純資産（円） 1,672.84 1,691.03  860.59   7,936.07   4,693.55   4,344.02
（注）当社は平成 19 年 10 月１日付で普通株式１株に対して２株の割合で株式分割を行っております。また、

ルネサスデバイス販売は平成 18 年６月 16 日付で無償増資を行い、株式数が 50 万株増加しております。 
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４． 合併後の状況                                 

（１）商    号 株式会社ルネサスイーストン 

（英文表記：Ｒenesas Ｅaston Co ., Ｌtd.） 

（合併の効力発生日をもって商号変更の予定） 

（２）主な事業内容 集積回路・半導体素子・表示ﾃﾞﾊﾞｲｽ及びその他の電子部品・機器等の販売、

ソフトウエア開発及び電子機器の開発・設計 他 

（３）本店所在地 東京都中央区日本橋本石町三丁目３番 10 号 

（４）代 表 者 代表取締役社長   大 谷 浩 美 

（５）資本金の額 未定のため決定次第お知らせいたします 

（６）総 資 産 未定のため決定次第お知らせいたします 

（７）純 資 産 未定のため決定次第お知らせいたします 

（８）事業年度の末日 ３月 31 日 

（９）会計処理の概要 

本合併は、企業結合会計基準における取得に該当するため、パーチェス法を適用することとなり、被取得

会社であるルネサスデバイス販売の資産及び負債は、新会社の連結財務諸表上において時価で計上されるこ

とが見込まれています。当該時価評価に伴うのれんにつきましては、その発生見込み、発生した場合におけ

る金額および償却年数等、現時点において確定しておりませんので、確定次第お知らせいたします。 

（10）今後の見通し 

本合併後にルネサステクノロジは当社のその他の関係会社及び主要株主である筆頭株主に該当する予定で

す。 

 
５．業績に与える影響 

合併後の事業見通し等につきましては、被合併会社は当社と売上が同等の会社規模であり、取引先等

も重複していないことから業績に与える影響は大きいものと考えております。具体的な影響額について

は、今後合併準備委員会において検討し、決定次第お知らせいたします。 

 
 
Ⅱ.商号変更について 
１．新商号（予定）     株式会社ルネサスイーストン 

（英文表記：Ｒenesas Ｅaston Co ., Ｌtd.） 

２．変更日         平成 21 年４月１日（予定日） 

３．変更の理由       本合併により、ルネサステクノロジのマーケットにおけるブランドの浸透度

と当社独自性を強調し、更なる飛躍・発展を目指し両社共同して新しい半導

体・電子部品商社の構築を実現するという意味を込め、当該新商号に変更する

予定です。 

 
以 上 


